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１　会計別予算額
（単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 合　　　計

22,654,000 462,000 23,116,000

4,113,323 4,113,323

535,534 535,534

4,013,360 4,013,360

30,424 30,424

11,000 11,000

8,703,641 8,703,641

31,357,641 462,000 31,819,641

補 正 前 の 額 補 正 額 合　　　計

767,744 767,744

751,489 751,489

315,693 315,693

1,230,990 1,230,990

1,461,697 22,000 1,483,697

1,440,653 22,000 1,462,653

452,729 452,729

718,354 718,354

55,280 55,280

55,280 55,280

10,661 10,661

18,302 18,302

事業収益
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２　一般会計補正予算（第1号）総括表

（歳　入）  （単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 計

１. 市 税 4,263,122 4,263,122

２. 地 方 譲 与 税 188,675 188,675

３. 利 子 割 交 付 金 1,294 1,294

４. 配 当 割 交 付 金 7,000 7,000

５. 株式等譲渡所得割交付金 8,000 8,000

６. 法 人 事 業 税 交 付 金 60,000 60,000

７. 地 方 消 費 税 交 付 金 800,000 800,000

１０. 環 境 性 能 割 交 付 金 8,921 8,921

１１. 地 方 特 例 交 付 金 210,000 210,000

１２. 地 方 交 付 税 5,250,000 5,250,000

１３. 交通安全対策特別交付金 4,000 4,000

１４. 分 担 金 及 び 負 担 金 67,559 67,559

１５. 使 用 料 及 び 手 数 料 485,667 485,667

１６. 国 庫 支 出 金 3,750,095 368,285 4,118,380

１７. 県 支 出 金 1,269,431 1,404 1,270,835

１８. 財 産 収 入 139,720 139,720

１９. 寄 附 金 404,250 404,250

２０. 繰 入 金 1,651,490 34,429 1,685,919

２１. 繰 越 金 100,000 100,000

２２. 諸 収 入 491,576 57,882 549,458

２３. 市 債 3,493,200 3,493,200

　   歳     入     合     計 22,654,000 462,000 23,116,000

（歳　出）

補 正 前 の 額 補 正 額 計

１. 議 会 費 175,036 175,036

２. 総 務 費 6,255,573 304,785 6,560,358

３. 民 生 費 6,174,886 71,862 6,246,748

４. 衛 生 費 1,747,529 84,237 1,831,766

５. 労 働 費 42,885 42,885

６. 農 林 水 産 業 費 490,111 490,111

７. 商 工 費 654,977 654,977

８. 土 木 費 1,889,058 1,889,058

９. 消 防 費 1,147,305 1,116 1,148,421

１０. 教 育 費 1,907,140 1,907,140

１１. 災 害 復 旧 費 0 0

１２. 公 債 費 2,139,500 2,139,500

１３. 諸 支 出 金 0 0

１４. 予 備 費 30,000 30,000

　   歳     出     合     計 22,654,000 462,000 23,116,000

款

款
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令和６年６月補正予算の主要事業 

 

 

１ 結婚支援事業  １，０００千円 

 新婚世帯の経済的負担を軽減するため、国の補助制度を活用し、新居の家賃や引越費用等を支援

する結婚新生活支援事業補助金について、岩手県独自の支援策として、29歳以下の世帯を対象に10

万円を上乗せ給付するものです。 

≪事業内容≫ 

○ 対象世帯  令和６年１月１日から令和７年３月31日までに婚姻した夫婦で婚姻時に夫婦

ともに29歳以下の世帯（夫婦の所得を合算した額が500万円未満の世帯などの

要件あり） 

〇 補助金額  最大70万円（現行制度60万円＋上乗せ給付10万円） 

（総務費・２款１項６目／総合政策課オープンシティ・プロモーション室） 

 

２ 定額減税に係る調整給付事業【新規】  ２４６，０００千円 

国の総合経済対策に基づき、賃金上昇が物価高に追いついていない国民の負担の緩和を目的に実施

される令和６年分の所得税及び令和６年度分の個人住民税の定額減税において、減税しきれないと見

込まれる方に対し、差額を定額減税補足給付金として給付するものです。 

≪事業内容≫ 

○ 対象者 定額減税可能額（納税者本人及び同一生計配偶者、扶養親族１人につき４万円

（令和６年度分の個人住民税から１万円＋令和６年分の所得税から３万円））

が、令和６年に入手可能な課税情報を基に把握された令和６年分推計所得税額又

は令和６年度分個人住民税所得割額を上回る納税者（合計所得金額が1,805万円を

超える納税者を除く。） 

〇 給付対象者数  6,000人（見込） 

〇 スケジュール（予定） 

 ・申請期間  ８月上旬～10月下旬 

 ・支給開始  ８月 

（総務費・２款１項６目／税務課） 

 

３ 自動運転バス実証事業【新規】  ５１，９３５千円 

 少子高齢化や人口減少が進む中、公共交通の運転手の高齢化や人手不足が深刻化しており、地域

公共交通の維持が難しくなることが予想されることから、国の地域公共交通確保維持改善事業費補

助金を活用し、将来的な自動運転バスの社会実装に向けた検討を行うため、自動運転技術の立証や

社会受容性向上を目的とした実証実験を実施するものです。 

 ≪事業内容≫ 

○ 実施期間（予定）  ７月～８月 

○ 実施地区（予定）  平田地区（２ルートを想定） 

（総務費・２款１項６目／生活環境課） 
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４ コミュニティ助成事業  ４，８００千円 

 一般財団法人自治総合センターの助成金を活用し、集会所の利用促進と自治会活動の活性化を図

るため、補助金を交付するものです。 

≪事業内容≫ 

○ 中小川町内会        2,500千円 

     自治組織の活動に必要な備品の整備（システムキッチン、冷蔵庫、空気清浄機等） 

○ 上平田ニュータウン町内会  2,300千円 

自治組織の活動に必要な備品の整備（エアコン） 

（総務費・２款１項７目／総合政策課） 

 

５ 災害被災地応援経費  １，０００千円 

 令和６年４月３日に発生した台湾東部沖地震により甚大な被害を受けた被災者の生活再建及び復

旧・復興に資するため、東日本大震災時に多大な支援を受けた台湾に対して日本赤十字社を通じて

見舞金による支援を行うものです。 

≪事業内容≫ 

〇 2024年台湾東部沖地震見舞金 

（総務費・２款１項13目／総務課） 

 

６ 物価高騰対策給付金事業  ６６，５２７千円 

国の総合経済対策に基づき、令和６年度において新たに住民税非課税又は均等割のみ課税となる

世帯への給付金を支給するものです。また、対象世帯に児童がいる場合には、給付金を加算支給す

るものです。 

 ≪事業内容≫ 

○ １世帯あたり10万円給付  61,500千円 

 ・支給対象世帯数  600世帯（見込） 

・対象者  令和６年６月３日に当市に住民登録を有し、世帯員全員の令和６年度分の住民

税が非課税又は均等割のみ課税となる世帯の世帯主（令和５年度に当該世帯向

け給付の対象となった世帯を除く。） 

〇 こども１人あたり５万円給付 5,027千円 

 ・支給対象児童数  100人（見込） 

 ・対象児童  10万円給付の対象世帯と同一世帯の18歳以下の児童(平成18年４月２日から令

和６年10月17日までの間に出生した児童) 

〇 共通補足事項 

住民税均等割が課税されている人の扶養親族のみで構成される世帯、租税条約による免除

の適用（外国からの研修生や実習生などで、一定の要件を満たす者）の届出によって、住民

税均等割が課税されていない者を含む世帯は除く。 

〇 スケジュール（予定） 

・ 申請期間  ８月上旬～10月下旬 

・ 支給開始  ８月 

    （民生費・３款１項１目／地域福祉課、３款２項１目／こども家庭課） 
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７ 児童手当制度改正実施円滑化事業【新規】  ３，８２３千円 

本年10月に実施予定の児童手当制度の改正（①所得制限の撤廃 ②支給期間の延長 ③第３子以 

降の加算）に合わせ、支給額の改定作業及び児童手当システムの改修等を実施するものです。 

≪事業内容≫ 

○ 児童手当システム改修、支給額の改定作業 

○ 対象者への拡充内容の周知、申請勧奨 

（民生費・３款２項２目／こども家庭課） 

 

８ 妊産婦支援事業  ２，８３６千円 

妊産婦を支援することを目的として実施している経済的支援の拡充を行うほか、妊娠や出産に関す

る悩みや不安を抱える妊産婦に対する、保健師や助産師などによる専門的な相談・指導と心身のケア

の充実を図るものです。 

≪事業内容≫ 

○ 妊産婦健康診査等アクセス支援助成金 

・助成額  上限額の撤廃 

・対象通院回数  最大17回（妊婦健診14回、分娩１回、産婦健診２回） 

   〇 産後ケアの充実 

    ・プライバシーに配慮した環境での個別相談などの実施 

    ・入浴施設の利用による心身ケアと入浴指導の実施 

（衛生費・４款１項１目／こども家庭課） 

 

９ 予防接種事業  ８１，４０１千円 

予防接種法に基づき、今年度から定期の予防接種となった新型コロナについて、65歳以上の高齢

者及び60歳から64歳までの重症化リスクの高い方に対し、接種を行うものです。 

≪事業内容≫ 

○ 接種場所・方法  市内の協力医療機関で行う個別接種 

○ 接種時期・回数  令和６年の秋冬に一人１回接種 

○ 自己負担額    4,300円（※生活保護受給者は無料） 

         【接種費用16,995円－市助成額4,395円－国助成額8,300円】          

○ 接種対象者    約12,000人 

（衛生費・４款１項２目／健康推進課） 

 

10 消防団本部活動費  １，１１６千円 

一般財団法人自治総合センターの助成金を活用し、消防演習及び消防出初式で使用するラッパ隊の

装備品を購入するものです。 

≪事業内容≫ 

○ ラッパ隊装備品一式の購入 

（消防費・９款１項２目／消防課） 
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11 ウォーターＰＰＰ導入事前検討業務  ２２，０００千円 

当市の下水道施設は昭和30年代に事業を開始しており、施設の老朽化と技術職員の減少が見込まれ

ることから、官民連携により事業の効率化と労力減を図り、今後の下水道事業の安定した管理運営を

行う「ウォーターＰＰＰ」の導入に向けた事前検討を開始しようとするものです。 

≪事業内容≫ 

○ 事前検討・基礎資料収集 

（1）基礎調査、（2）課題の抽出、（3）対応策の抽出、（4）PPP/PFI手法の検討、 

（5）事業化に向けた課題整理及び導入スケジュール検討 

（公共下水道会計／下水道課） 

 



１．新規事業一覧

(単位:千円)
金　　　額金　　　額

１．一般会計

第２款 総務費 297,935
(1) 自動運転バス実証事業 51,935
(2) 定額減税に係る調整給付事業 246,000

第３款 民生費 3,823
(1) 児童手当制度改正実施円滑化事業 3,823

301,758

0

0企　業　会　計　合　計　（　０件）

令和6年6月補正予算計上の新規事業

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

一　般　会　計　合　計　（　３件）

特　別　会　計　合　計　（　０件）
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１．一般会計補正予算（第1号）

 （歳　入） (単位:千円)
金　　　額金　　　額

第16款 国庫支出金 368,285

(1) 総務費国庫補助金 364,462

(2) 民生費国庫補助金 3,823

第17款 県支出金 1,404

(1) 総務費県補助金 1,000

(2) 衛生費県補助金 404

第20款 繰入金 34,429

(1) 財政調整基金繰入金 29,901

(2) 活性化基金繰入金 59

(3) すこやか子育て基金繰入金 4,469

第22款 諸収入 57,882

(1) 雑入 57,882

462,000

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

令和6年6月補正予算の概要
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 （歳　出） (単位:千円)
金　　　額

第２款 総務費 304,785

(1) 管理事務費（一般管理費） △ 9

(2) 自動運転バス実証事業 51,935

(3) まち・ひと・しごと創生事業 59

(4) 結婚支援事業 1,000

(5) 定額減税に係る調整給付事業 246,000

(6) コミュニティ助成事業 4,800

(7) 災害被災地応援経費 1,000

第３款 民生費 71,862

(1) 物価高騰対策給付金事業（社会福祉費） 61,500

(2) 物価高騰対策給付金事業（児童福祉費） 5,027

(3) 児童手当制度改正実施円滑化事業 3,823

(4) 生活保護適正実施推進等事業 1,512

第４款 衛生費 84,237

(1) 妊産婦支援事業 2,836

(2) 予防接種事業 81,401

第９款 消防費 1,116

(1) 消防団本部活動費 1,116

462,000

国　　 　　県　　　　支　　　 　出　　　　金 57,162

地　　　　　　 　　　方 　　　　　　　　　債 0

そ　　 　　　　　　　の　　 　　　　　　　他 62,410

一　　　　　　般　　　　　　財　　　　　　源 342,428

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

歳 出 合 計

財
源
内
訳

特
定
財
源
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２．公共下水道事業会計補正予算（第1号）

 （事業収益及び費用） (単位:千円)
金　　　額

（収　入） 22,000

(1) 国庫補助金 22,000

（支　出） 22,000

(1) 営業費用 22,000

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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（令和6年3月29日付）

１　会計別予算額
（単位：千円）

補　正　前　の　額 補 正 額 合　　　　計

24,687,000 △ 32,000 24,655,000

4,300,778 4,300,778

498,914 498,914

4,325,415 4,325,415

28,943 28,943

11,393 11,393

9,165,443 9,165,443

33,852,443 △ 32,000 33,820,443

補　正　前　の　額 補 正 額 合　　　　計

776,522 776,522

733,149 733,149

317,649 317,649

996,667 △ 354,000 642,667

1,439,159 1,439,159

1,416,206 1,416,206

497,668 497,668

762,075 762,075

55,457 55,457

55,465 55,465

10,213 10,213

17,948 17,948

水
道
事
業

資本的支出

事業費用

資本的収入

漁
業
集
落
排
水
事
業

事業収益

資本的支出

事業費用

事業収益

事業費用

資本的収入

資本的支出

資本的収入

合 計

会    計    名

事業収益

令和６年６月定例会提出　補正予算（専決処分）総括表

一　般  会  計

会    計    名

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療
特

別

会

計

小 計

保 険 事 業 勘 定

魚 市 場

介護ｻｰﾋ ﾞ ｽ事業勘定

介
護
保
険

企
　
業
　
会
　
計

公
共
下
水
道
事
業
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２　一般会計補正予算（第10号）総括表

（歳　入）  （単位：千円）

        款 補　正　前　の　額 補 正 額 計

１. 市 税 4,617,709 4,617,709

２. 地 方 譲 与 税 237,962 237,962

３. 利 子 割 交 付 金 2,129 2,129

４. 配 当 割 交 付 金 7,000 7,000

５. 株式等譲渡所得割交付金 8,000 8,000

６. 法 人 事 業 税 交 付 金 62,000 62,000

７. 地 方 消 費 税 交 付 金 826,154 826,154

９. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 921 921

１０. 環 境 性 能 割 交 付 金 9,578 9,578

１１. 地 方 特 例 交 付 金 26,058 26,058

１２. 地 方 交 付 税 5,329,212 5,329,212

１３. 交通安全対策特別交付金 4,500 4,500

１４. 分 担 金 及 び 負 担 金 72,679 72,679

１５. 使 用 料 及 び 手 数 料 497,670 497,670

１６. 国 庫 支 出 金 4,578,105 4,578,105

１７. 県 支 出 金 1,359,927 1,359,927

１８. 財 産 収 入 134,329 3 134,332

１９. 寄 附 金 973,657 △ 32,003 941,654

２０. 繰 入 金 3,721,600 3,721,600

２１. 繰 越 金 175,417 175,417

２２. 諸 収 入 982,393 982,393

２３. 市 債 1,060,000 1,060,000

　   歳     入     合     計 24,687,000 △ 32,000 24,655,000

（歳　出）

        款 補　正　前　の　額 補 正 額 計

１. 議 会 費 172,720 172,720

２. 総 務 費 6,192,388 △ 41,920 6,150,468

３. 民 生 費 7,085,460 4,949 7,090,409

４. 衛 生 費 2,120,909 2,120,909

５. 労 働 費 42,432 42,432

６. 農 林 水 産 業 費 631,380 631,380

７. 商 工 費 1,447,444 1,447,444

８. 土 木 費 1,732,675 1,732,675

９. 消 防 費 916,345 916,345

１０. 教 育 費 2,068,212 4,971 2,073,183

１１. 災 害 復 旧 費 30,000 30,000

１２. 公 債 費 2,217,035 2,217,035

１３. 諸 支 出 金 0 0

１４. 予 備 費 30,000 30,000

　   歳     出     合     計 24,687,000 △ 32,000 24,655,000
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１．一般会計補正予算（第10号）

 （歳　入） (単位:千円)
金　　　額金　　　額

第18款 財産収入 3

(1) 利子及び配当金 3

第19款 寄附金 △ 32,003

(1) 総務費寄附金 △ 41,920

(2) 民生費寄附金 4,948

(3) 教育費寄附金 4,969

△ 32,000

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

令和5年度3月補正予算（専決処分）の概要
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 （歳　出） (単位:千円)
金　　　額

第２款 総務費 △ 41,920

(1) 庁舎建設基金積立金 21,907

(2) 企業版ふるさと納税基金積立金 1,000

(3) ラグビーこども未来基金積立金 1,381

(4) ふるさと便お届け事業 △ 66,208

第３款 民生費 4,949

(1) すこやか子育て基金積立金 4,949

第10款 教育費 4,971

(1) 教育振興基金積立金 4,971

【繰越明許費】

　（変　更）

(1) 橋りょう改修・補強事業 39,911

【債務負担行為】

　（変　更）

(1) 316

(2) 0

(3) 0

(4) 1,385

(5) 3,983

(6) 99

(7) 101

(8) 946

△ 32,000

国　　 　　県　　　　支　　　 　出　　　　金 0

地　　　　　　 　　　方 　　　　　　　　　債 0

そ　　 　　　　　　　の　　 　　　　　　　他 △ 32,000

一　　　　　　般　　　　　　財　　　　　　源 0

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

歳 出 合 計

財
源
内
訳

特
定
財
源

経営安定支援事業資金の融資に伴う利子補給補助金（令和6年度～令和17年度）

岩手県小規模小口資金の融資に伴う利子補給補助金（令和6年度～令和11年度）

岩手県小規模小口資金の融資に伴う保証料補給補助金（令和6年度～令和9年度）

中小企業振興資金の融資に伴う利子補給補助金（令和6年度～令和16年度）

中小企業振興資金の融資に伴う保証料補給補助金（令和6年度～令和14年度）

コロナ対策長期資金利子補給補助金（令和6年度～令和9年度）

東日本大震災漁業経営復興特別資金の融通に伴う利子補給金（令和6年度～令和10年度）

漁業近代化資金の融通に伴う利子補給金（令和6年度～令和15年度）
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２．水道事業会計補正予算（第1号）

 （資本的収入及び支出） (単位:千円)
金　　　額

（支　出） △ 354,000

(1) 中央管理室電気設備更新工事 △ 354,000

【債務負担行為】

　（変　更）

(1) 中央管理室電気設備更新工事（令和6年度～令和7年度） 583,000

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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